沖縄県技術士会
補強土壁の設計に関する一考察
知念 信亨1　　技術士（建設部門：道路）
１（株）日興建設コンサルタント（沖縄県浦添市伊祖３－４４－３）
キーワード：補強土壁、マニュアル、工法選定、地盤改良
１．はじめに
  高い盛土構造物を構築する場合に採用される補強土壁工法の普及が進んでいる。　以前は、「補強土壁といえば○○○」など、製品名で呼ばれる程度の認識であったが、現在では、適用事例の増加に対応するべく道路土工指針１）において記載の充実が図られている。
　補強土壁は、比較的規模の大きな現場に採用される傾向にあるため、数ある擁壁の評価項目において、特に安全性と経済性の確保は重要となる。しかしながら、各種の補強土壁工法は補強のメカニズムが異なるため、統一した設計手法がなく、補強土壁に対する客観的な評価を難しくしている。したがって、補強土壁の設計に際しては、補強土壁に対する正しい理解、現場状況に即した工法の選定および正しい設計条件の適用が求められている。
２．補強土壁とは
（１）補強土壁の歴史

　紀元前の中国では、土中に藁や竹などの補強材を入れて盛土を構築する方法が存在しており、決して新しい考え方ではない。現在の補強土壁工法の先がけとして、1960年代にフランスで「テールアルメ工法」が開発されて以来、国内においては1970年代に同工法が初めて採用されたことが、補強土壁＝テールアルメの印象を強くしている。その後、1980年代からは国内で開発された「多数アンカー工法」、イギリスで開発された「ジオテキスタイル工法」をはじめ、様々な補強土壁工法が開発され、現在では約40種類を超える補強土壁工法が存在している２）。
（２）補強土壁の定義

　補強土壁の定義について、盛土内に敷設された補強材と盛土材料との抵抗力によって盛土の安定性を補うもので、のり面勾配が1：0.6より急なものを「補強土壁」、1:0.6またはそれより緩いものを「補強盛土」としている１）。図－１に補強土壁の各部の名称を示す。
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図－１　補強土壁の各部の名称
（３）補強土壁の特徴

　補強土は「盛土構造物とコンクリート擁壁の中間的な性質を持った構造物」であり、従来のコンクリート擁壁と比較すると以下に示す特徴を持つ２）。

【長所】

　・費用が安い

　・耐震性に優れる（柔構造）

　・基礎地盤の変形に追従できる

【短所】

　・変形しやすい（安全上問題は少ない）

　・盛土材が限定される（細粒分不適）

３．補強土壁工法の違い

　ここでは、道路土工指針に代表的な構造形式として紹介され、沖縄県内で流通している帯鋼補強土壁、アンカー補強土壁、ジオテキスタイル補強土壁の３工法について説明する３）４）５）６）。
（１）帯鋼補強土壁

　通　称：テールアルメ

　補強材：帯状鋼材

　原　理：摩擦抵抗
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　盛土材：砂質土を用いることが原則
　実　績：最も多い　※先発のため

　備　考：宅地造成で使用可能
（２）アンカー補強土壁

　通　称：多数アンカー

　補強材：アンカープレート付き棒鋼

　原　理：支圧抵抗
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　盛土材：適用範囲が広く発生土も可能

　実　績：最も少ない　※後発のため

　備　考：近年県内の実績が増加中
（３）ジオテキスタイル補強土壁

　通　称：テンサー、アデムウォール

　補強材：面状・格子状の高分子材

　原　理：摩擦抵抗およびインターロッキング効果
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　盛土材：適用範囲が広く発生土も可能

　実　績：次点
　備　考：主に前面傾斜型が普及
（４）設計手法の主な違い
　補強土壁の設計は、工法ごとに異なった手法を採用しているが、補強材の配置や長さを決める「内的安定」と補強土壁を含む盛土全体の安定を照査する「外的安定」の考え方は共通している。その内的安定と外的安定について、以下に各工法の設計手法の主な違いを確認する。

※なお、説明図について左から帯鋼、アンカー、ジオテキスタイルの順序とし、説明文は各々頭文字で表すものとする。
【内的安定】
・すべり線の考え方
　帯：経験に基づく二直線すべり固定線

　ア：クーロンによる直線すべり固定線

　ジ：円弧すべり変動線
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図－２　すべり線の工法別模式図
・最下段補強材の最低必要長さ
　帯：4m以上または高さ×0.4以上

　ア：特になし（施工性から2.5m）

　ジ：3m以上または高さ×0.4以上

　　（全段同長を原則）
【外的安定】

・仮想背面の考え方

　帯：最上下段補強材の端部を結ぶ線
　ア：最下段補強材から鉛直の線
　ジ：アンカーに同じ（ただし全段同長）
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図－３　仮想背面の工法別模式図
（５）工法選定の問題点

　補強土壁工法の選定時における最大の問題点は、「経済性のみで判断している」点にあると考えている。設計手法の違いから、経済性と二律背反の関係にある安全性や耐久性への評価が困難である。

　一般に、補強土壁の工法選定にあたって、各補強土壁メーカーに技術協力を依頼する場合がある。設計者は各メーカーから提出された資料に基づいて工法選定の判断を行うが、設計手法が異なるため、重要な評価項目である「安全性」や「耐久性」を横並びで確認することが難しい。マニュアルの規定が拡大解釈され、現場条件にそぐわないものであっても、マニュアルの規定は満足しているため、最も分かりやすい指標である「経済性」の観点から工法選定が行われる場合が多いのではないか。
　また、マニュアルについても「公的マニュアル」と呼ばれる（財）土木研究センター発行のものと、「プライベートマニュアル」と呼ばれる工法協会発行のものとがあり、確認した範囲では同じ工法でもプライベートマニュアルの方がより経済的に設計できる。
４．補強土壁の設計における留意点

　補強土壁については、さまざまな文献で設計手法やメカニズムが検証されているが、その技術は確立されていないことを念頭において設計に臨むべきである。以下に設計における留意点を述べる。
（１）現場状況の把握
　はじめに、現場状況を的確に把握し、設計に反映させる必要がある。基礎地盤および盛土材は各工法との相性に深く関わるため十分な調査を実施する。なお、地すべりもしくは集水地形の場合は、補強土壁工法に関わらず崩壊の危険性をもたらすため、設計者自身で対策工を検討する。
（２）工法の比較設計

　比較設計における客観的な評価手法は「経済性」であることから、「要求性能を明確に設定した上で比較条件を統一する」ことが合理的な方法と考える。要求性能については、盛土構造物の重要度に応じて安全性、供用性、修復性を設定し、過度な経済設計とならないようにする。

比較条件として特に、適用マニュアル（公的、私的）、最下段補強材最小長さ（規定の有無）、拘束補強効果によるせん断強度増分（滑動底面の粘着力）の評価、適用歩掛（土木一般、工法協会）などは、安全性と経済性に大きく影響する。
（２）補強土壁の詳細設計
　補強土壁は「高盛土対応できる柔構造」という特徴があるが、これを短所として捉えると、「変形しやすくその影響は大きい」となる。補強材に変位が発生することにより盛土が安定することも事実であるため、変形の原因となる細粒分含有量の多い盛土材とその施工性ならびに変形が与える周辺環境への影響（外観上の不安、道路の走行性）を検討する。
　補強土壁の崩壊事例を確認することも大切である。文献７）によると実際に発生した崩壊は、「壁面材と補強材との連結部の破断による崩壊」、「補強土壁を含むすべり破壊による崩壊（滑動を含む）」が多いという。従って、これらを照査する項目については十分に留意しなければならない。
（３）基礎における地盤改良の設計
　軟弱地盤に補強土壁を設置する際、外的安定の照査が満足しなければ地盤改良を行うこととなるが、地盤改良マニュアル８）は補強土壁を想定していない。先にも述べた通り、補強土壁は「盛土構造物とコンクリート擁壁の中間的な性質を持った構造物」であることから、盛土に適用する「杭式改良地盤の設計（複合地盤的設計手法）」は過少設計となり、コンクリート擁壁に適用する「ブロック式改良地盤の設計（構造物的設計手法）」は過大設計となる問題が生じる。この問題の解決にあたり、コンサルタント、発注者、土木研究所の３者で検討した「補強土壁に即したブロック式改良地盤の設計手法」の事例を紹介する。
　まず設計手法について、補強土壁は擁壁に分類されることから安全率が大きいブロック式とした。ブロック式は、擁壁に作用する主働土圧の水平成分が改良体にも作用する考え方である。改良体の偏心により端部に大きな地盤反力が生じるため、ここで決まる改良強度は必然と大きなものとなる。しかしながら、補強土壁の場合は、壁面がパネル構造であることから水平成分を吸収することができる。これは補強土壁のマニュアルにおいて、地盤反力を等分布荷重で照査していることが根拠となっている。よって、地盤反力が比較的小さいものとなり、改良強度を大幅に低減することが可能となる。
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図－４　改良地盤の地盤反力分布図
４．おわりに

　業務において大規模な補強土壁工法の設計に携わる機会があったことから、比較設計に関する内容を平成23年度技術士第二次試験の技術的体験論文として提出した。アピールしたい点は、「構造物の要求性能に応じてマニュアルを使いこなすこと」にあったが、実際の口頭試験では試験官に「普通はマニュアル通りに設計しますがね」と言われ一瞬不安になったことを覚えている。しかし、「間違った提案はしていない」と考えていたため、冷静に対応することができた。これらの内容については、社内はもちろん関係コンサルタントや各メーカーの技術本部と何度も正直な意見交換をし、時間を掛けて比較条件を整理した。また、全国的に補強土壁の設計を手がける専門コンサルタントにも内容の妥当性を確認していたため、「客観的に見ても問題ない」と確信していた。
　なお、今回の一考察は各工法メーカーの企業努力を否定するものではなく、また工法の優劣を考察するものでもない。また、私見が正しいとも限らない。しかしながら、日々改良される技術に対して、設計者が補強土壁を正しく理解し、適切な補強土壁の設計を行うことを目的としている。マニュアルを熟読し文献を調べ上げることは必要で骨が折れる作業であるが、各関係者と意見交換し、お互いの立場を理解することで、設計手法の違いに対する理解が深まったと感じている。
　今後、道路土工指針の改訂を踏まえた各マニュアルの改訂が予定されている。その場合においても、安全かつ経済的な補強土壁を設計することで社会に貢献できるよう、技術研鑽に励みたい。
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